≪富士宮　地縁団体規約　作成例≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、解説
○　○　○　区　規　約（案）
　　　第１章　総　則

　（名　称）

第１条　この会は、○○○区と称する。

	　名称は、必ず規定しなければならない。名称の制限はないが、○○商工会、○○センターなどは、避けるほうがよい。


　（区　域）

第２条　この会の区域は、別図に定める区域とする。

２　前項の区域を分割し、別に定める町内会及び班を置く。
	　区域は、必ず規定しなければならない。定め方としては、①○○町全域、②該当地番の範囲を指定、③該当地番をすべて記載、など客観的に明らかにする必要がある。地番表示がむずかしい場合は、別図（地図）でも可。


　（主たる事務所の所在地）

第３条　この会の主たる事務所は、○○○区民館（富士宮市○○○　　番地　の　）に置く。
	　主たる事務所の所在地は、必ず規定しなければならない。一般的には、
①集会所の所在地、②区長の自宅。住所変更が要らない点では、①の方がよい。


　（目　的）

第４条　この会は、会員相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とする。
	　目的は、必ず規定しなければならない。団体の活動をなるべく具体的に規定する。


　（事　業）

第５条　この会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

 (1)　回覧板の回覧等会員相互の連絡に関すること。

 (2)　美化、清掃等区域の環境整備に関すること。

 (3)　会員の親睦、研修会、教養講座の開催等に関すること。

 (4)　会員の福利厚生及び保健体育に関すること。

 (5)　防災訓練の実施等区域内の防災、防犯、交通安全に関すること。

 (6)　集会施設の維持管理及び運営に関すること。

 (7)　その他前条の目的を達成するために必要なこと。

	　活動をなるべく具体的に列挙する。


　　　第２章　会員及び賛助会員

　（会員及び賛助会員）

第６条　第２条に定める区域に住所を有する個人は、すべてこの会の会員になることができる。
　　　※　区域外の会員がいる場合は、会員の中に明確に盛り込む。
２　この会に賛助会員を置くことができるものとし、賛助会員になることができる者は、この会の活動を賛助する個人、法人及び団体とする。

	　「構成員の資格に関する事項」は、必ず規定しなければならない。区域の住民すべてが構成員になり得ること。正当な理由なく、加入を拒んではならない。

　構成員は、個人に限られるので、法人・組合等は賛助会員等とする。


　（会　費）

第７条　会員及び賛助会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。
	　会費等の額は、住民の意思を反映するため、総会で決定すべきである。


　（入　会）

第８条　この会の会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を会長に提出するものとする。

２　この会は、前項の提出があった場合は、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。ただし、賛助会員に対してはその限りでない。

３　この会は、新たにこの会の区域内に住所を有することになった個人に対しこの会の目的を説明し、入会の案内を行うものとする。
	　第２項は、「構成員の資格に関する事項」において、必ず規定しなければならない。


　（退　会）

第９条　この会を退会しようとする会員は、会長にその旨を届けなければならない。

２　会員が、次の各号のいずれかに該当するときは、退会したものとみなす。

 (1)　第２条に定める区域内に住所を有しなくなったとき。

 (2)　会員が死亡し、又は失踪宣告を受けたとき。
	　会費を長期に渡り滞納した場合は、退会とみなしても差し支えないが、手続きは慎重にする。
　手続き条項であり、明確化しておくことが望ましいと考えられる。


　（資格停止）

第10条　区長は、会員が次の各号のいずれかに該当するときは、役員会に諮り一定期間その資格を停止することができる。

 (1)　会費を長期にわたり滞納したとき。

 (2)　その他会員としての著しい義務違反があったとき。

　（会費の不返還）

第11条　退会した会員がすでに納入した会費、賛助会費その他拠出金品は返還しない。

　　　第３章　役員等

　（役　員）

第12条　この会に、次の役員を置く。

 (1)　区　長　　　　　１名

 (2)　副区長　　　　　２名
 (3)　町内会長　　　　各町内会１名
 (4)　会　計　　　　　１名

 (5)　庶　務　　　　　１名

 (6)　監　事　　　　　２名
　　　※　区の役員及び人員を全て記載する。
	　「代表者に関する事項は、必ず規定しなければならない。また代表者は１名でなければならない。監事は、１名または数名設置できる。（民法準用）


　（役員の選任）

第13条　区長及び監事は、別に定める役員選考委員会の推薦により総会の議決を得て選任する。
２　副区長、会計及び庶務は、区長が任命し、総会の議決を得て選任する。

３　町内会長は、各町内会での互選により、総会の議決を得て選任する。
４　班長は、各班での互選により選任する。
５　区長及び監事は、他の役員を兼ねることができない。
　　　※　区の役員全ての選任方法を記載する。

　（役員の職務）

第14条　区長は、この会を代表し、会務を総括する。

２　副区長は、区長を補佐し、区長に事故あるとき、又は区長が欠けたときは、あらかじめ区長が指名した順序により、その職務を代行する。

３　町内会長は、各町内会の代表として区役員会に参画し、区役員の中核として区務の円滑な運営を行う。

３　会計は、この会の会計事務を処理する。
４　庶務は、区務に関する企画等の事務を司り、また、役員会の決定事項及び行事等の記録を行う。
５　監事は、次の業務を行う。

 (1)　この会の業務執行、会計及び資産の状況を監査し、その結果を総会に報告すること。なお、必要があると認めるときは、臨時に監査を行うことができる。

 (2)　業務執行、会計及び資産の状況について、不正等の事実を発見したときは、これを総会に報告すること。

 (3)　前号の報告をするため必要があると認めたときは、総会を招集すること。

　　　※　区の全役員の業務内容を記載する。

　（役員の任期）

第15条　この会の役員の任期は、次のとおりとする。ただし､再任を妨げない｡

 (1)　区　長　　　　　２年

 (2)　副区長　　　　　２年

 (3)　町内会長　　　　２年

 (4)　会　計　　　　　２年

 (5)　庶　務　　　　　２年　　＊区の全役員の任期を記載する。
２　役員に欠員が生じたときは、第１３条に定めるところにより補充することができる。

　　この場合において、補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。

３　役員は、第９条第２項に定めるところにより退会した場合を除き、辞任した場合又は任期満了の場合においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。

　（役員の解任）

第16条　役員が、次の各号の一に該当するときは、総会の議決により、これを解任することができる。また、班長の解任については、班員全員の協議によりこれに準ずるものとする。ただし、役員を解任する場合は、その役員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。

 (1)　心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき。

 (2)　職務上の義務違反その他役員たるに適しない非行があると認めるとき。
	　第16条は、特に必要がなければ、規定しなくてよい。

　ただし、手続き条項であり、明確化しておくことが望ましいと考えられる。


　（顧問及び相談役）

第17条　この会に顧問及び相談役を置くことができる。

２　顧問は、区長が役員会に諮り委嘱する。

３　相談役は、区長経験者とする。

４　顧問及び相談役は区長の要請に応じ、会議に出席して意見を述べることができる。

　（役員等の報酬等）

第18条　役員に対しては、区長が総会の議決を得て、別に定める額の報酬及び慰労金を支給することができる。

２　顧問及び相談役は、名誉職とする。

３　役員、顧問及び相談役に対しては、その職務を行うために要する費用を支出することができる。

　　第４章　会　議

　（会議の種類）

第19条　この会の会議は、総会及び役員会とする。

２　総会は、通常総会と臨時総会とする。

	　「会議に関する事項」は、必ず規定しなければならない。招集の方法や議決の方法などを規定する。


　（会議の構成）

第20条　総会は、会員をもって構成する。

２　役員会は、区長、副区長、町内会長、班長及び会計をもって構成する。ただし、必要によりこれらの役員以外の役員、顧問、相談役及び関係者を参加させることができる。　　
※　全ての役員による構成として記載する。
	　役員会へ班長を入れると大人数になるので、はずしてもいいが、役員の設置規定との兼ね合いなどを考慮する。

　また、役員会に監事は加わることはできない。仮に出席しても発言権及び表決権はない。

　監事は、業務執行等を客観的に監査する上で、自ら業務執行等の意思決定に参画することは不適当てあるから。

	


　（会議の権能）

第21条　総会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。

 (1)　事業計画及び収支予算に関すること。

 (2)　事業報告及び収支決算に関すること。

 (3)　規約の制定、改廃に関すること。

 (4)　役員の選任及び解任に関すること。

 (5)　その他この会の運営に係る重要事項に関すること。
２　役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。

 (1)　総会の議決した事項の執行に関すること。

 (2)　総会に付議すべき事項に関すること。

 (3)　その他総会の議決を要しない会務の執行に関すること。
　（総会の開催）

第22条　通常総会は、毎年度１回開催するものとし、その時期は、年度終了後３箇月以内の日とする。
	　年度終了後３か月以内に財産目録を作成しなければならないので、事業報告・決算の承認つまり総会は、年度終了後３か月以内に開催しなければならない。（民法準用）なるべくは、１か月以内実施が望ましい。

　予算との関係から言えば、年度終了前にも総会を開催することが、望ましいが、現実的には決算との関係で年度終了後に１回だけ開催する場合が多い。その場合、予算は暫定予算を組めばよい。


２　臨時総会は、役員会が必要と認めたとき、又は全会員の５分の１以上若しくは監査から会議の目的たる事項を示して請求があったときに開催する。
	　５分の１は増減できる。


　（役員会の開催）

第23条　役員会は、区長が必要と認めたとき、又は役員現在数の３分の１以上の者から会議の目的たる事項を示して請求があったときに開催する。
	　３分の１は増減できるが、適性な数値にする。


　（会議の招集）

第24条　総会及び役員会は、区長が招集する。

２　区長は、第２２条第２項の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に臨時総会を、前条の規定による請求があったときは、その日から２０日以内に役員会を招集しなければならない。
	　臨時総会及び役員会の開催は、３０日以内及び２０日以内であれば、適正な日数でよい。


３　総会及び役員会の招集は、書面又は口頭により、少なくとも開催日の５日前に通知しなければならない。ただし、役員会については、区長が緊急に開催する必要があると認めるときは、この限りでない。
	　総会の招集は、少なくても５日前に要する。（民法準用）


　（会議の議長）

第25条　総会の議長は、その総会の出席会員のうちから選任する。

２　役員会の議長は、区長がこれに当る。
	　総会等の会議の円滑な運営を図るためには、議長に関する規定が必要になる。

　総会の議長は、代表者（区長等）があたるのは好ましくない。


　（会議の定足数）

第26条　会議は、総会にあっては会員の、また役員会にあっては役員現員数の２分の１以上の出席者がなければ開催することができない。
	　２分の１以上については、委任状を含めて差し支えない。定足数及び議決に要する会員数については、地方自治法、民法に特に規定されていないが表記が適当。


　（会議の議決）

第27条　会議の議事は、この規約に別に定めるもののほか出席者の過半数をもって決する。ただし、可否同数のときは、議長がこれを決する。
２　会員は、総会において、各々一票の表決権を有する。

　（会議における書面表決等）

第28条　やむを得ない理由のため、会議に出席できない者は、あらかじめ通知された事項について、書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の者を代理人として表決を委任することができる。この場合において､前２条の規定の適用については、会議に出席したものとみなす。
	　会員の表決権は、子供を含め、会員全員に保証されるものです。

　しかし、規約の中で、世帯に対し１票としても差し支えない。その場合でも個人の権利は家族数分の１票として保証されなければならない。
　やむを得ない理由のため会議に出席できない者は、総会の決議又は規約に定めることにより、書面以外に電子メールなど電磁的方法により表決することができる。（令和３年９月１日施行）


　（会議の議事録）

第29条　会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

 (1)　会議の日時及び場所

 (2)　会員又は役員の現在数

 (3)　出席した会員の数又は役員の氏名(書面表決者及び表決委任者を含む )

 (4)　開催目的及び議決事項

 (5)　議事の経過の概要及びその結果

 (6)　議事録署名人の選任に関する事項

２　議事録には、議長及び議事録署名人２人以上が署名押印をしなければならない。

	　議事録署名人は、その会議に出席した会員または役員の中からその会議において選任する。


　　　第５章　班及び部会等

　（班）

第30条　この会の会員は、別表１に掲げる班に必ず所属するものとし、その所属する班は会員の住所により定める。

２　班には班長を１名置く。

３　班長は班を統括し、班において第５条の事業を推進する。

　（部会・委員会）

第31条　この会に、次の部会及び委員会等を置き、別に定めるところにより選任した部員あるいは委員をもって構成する。

 (1)　体育部会

 (2)　女性部会

 (3)　青年部会

 (4)　老人部会

 (5)　子供会

 (6)　自主防災会
 (7)　○○○委員会
２　部会及び委員会には、部長または委員長を１名置くとともに、必要な部員または委員を置くことができる。

３　部会及び委員会について必要な事項は、別に定める。

　　　第６章　資産及び会計

　（資産の構成）

第32条　この会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

 (1)　別に定める財産目録記載の資産

 (2)　会費

 (3)　寄付金及び寄付物品

 (4)　活動に伴う収入

 (5)　資産から生ずる果実

 (6)　その他の収入
　（資産の管理）

第33条　この会の資産は、区長が管理し、その方法は役員会の議決により定める。

２　第３２条第１号に定める資産のうち不動産は、これを処分し、又は担保に供することができない。但し、やむを得ない理由があるときは、総会の議決を得て、これを処分し、又は担保に供することができる。
	　「資産に関する事項」は、必ず規定しなければならない。資産は積極資産であって、負債をのせる必要はない。


　（経費の支弁）

第34条　この会の経費は、資産をもって支弁する。

　（事業計画及び収支予算）

第35条　この会の事業計画及び収支予算は、区長が作成し、毎会計年度の当初に総会の承認を得て定めなければならない。

２　区長は、前項の事業計画及び収支予算を変更しようとするときは、総会の承認を得なければならない。但し、軽微な変更については、この限りではない。

３　第１項の規定にかかわらず、毎会計年度当初に予算が成立しないときは、区長は、役員会の承認を得て、前年度予算と同額以下の暫定予算を定めて、これを執行することができる。

４　前項の暫定予算は、当該年度の予算が成立したときは、その効力を失うものとし、その暫定予算に基づく支出又は債務があるときは、その支出又は債務の負担は、これを当該年度の予算に基づく支出又は債務の負担とみなす。

　（事業報告及び収支決算）

第36条　この会の事業報告及び収支決算は、区長が事業報告、収支決算書を作成し、毎会計年度終了後３か月以内の総会の承認を得なければならない。

　（会計年度）

第37条　この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

　　　第７章　規約の変更及び解散

　（規約の変更）

第38条　この規約は、総会において総会員の４分の３以上の同意を得なければ変更することができない。

	　「４分の３以上」は、民法に定める割合であるが、変えられないことはない。しかし、これ以下にすることは好ましくない。


　（解　散）

第39条　この会は、地方自治法第２６０条の２０の規定により解散する。

２　総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上承認を得なければならない。

　（残余資産の処分）

第40条　この会の解散のときに有する残余資産は、総会員の４分の３以上の議決を得て、本会と類似の目的を有する他の租税特別措置法第４０条第１項に規定する公益法人等に寄付するものとする。

	　処分については、営利法人に寄付したり、会員に分配することは、地縁団体の目的にかんがみ適当ではない。


　　　第８章　雑　則

　（書類及び帳簿の備え付け）
第41条　この会は、その事務所に次に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかなければならない。ただし、収入及び支出に関する帳簿は、会計が保管することができる。

 (1)　規約

 (2)　会員名簿

 (3)　役員に関する書類

 (4)　認可及び登記に関する書類

 (5)　総会及び役員会の議事録

 (6)　資産台帳

 (7)　収入及び支出に関する帳簿及び証拠書類

 (8)　各事業年度末の財産目録及び収支決算書

 (9)　その他の必要な書類及び帳簿
	　地方自治法第２６０条の４により、財産目録及び構成員名簿を備え付けが必要となる。さらに保存年限についても業務上の必要に応じて規定を置く必要もある。


　（委　任）

第42条　この規約の施行に必要な事項は、区長が総会の議決を得て別に定める｡

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規約は、令和　　年　　月　　日から施行する。

　（旧規約の廃止）

２　○○区規約（平成　　年　　月　　日議決）は、廃止する。

	　区の規約が存在する場合は、この附則で廃止する。


　（経過措置）

３　この規約の施行の日以後最初に選任される役員の任期は、第１５条の規定にかかわらず令和　　年　　月　　日までとする。

４　この会の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第３５条の規定にかかわらず設立総会の定めるところによる。

５　この会の設立初年度の会計年度は、第３７条の規定にかかわらず設立認可のあった日から令和　　年　　月　　日までとする。
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